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研究成果の概要（和文）：本研究では、全国1741自治体を対象としてコミュニティ防災実現のために行われてい
る避難行動要支援者プラン策定の現状について大規模アンケート調査を実施し、実態を明らかにすることを目指
した。調査の結果、福祉避難所設置計画はあるものの個別計画や組織体制構築には至っていない。一方、高齢
者・障がい者以外の要支援者として、妊産婦や乳幼児の支援内容を明らかにすることができた。また、地域での
実践を踏まえて、地域の共助の仕組みを計画・実践し、評価するポイントを整理した。

研究成果の概要（英文）：In this study, we aimed to carry out a large-scale questionnaire survey 
about the present conditions of the evacuation action support plan formulated for the purpose of 
community disaster prevention targeting 1741 municipalities nationwide, and to clarify the actual 
situation. As a result of the survey, although there are plans for setting up welfare shelters, it 
has not reached individual plans or organizational system construction. On the other hand, we were 
able to clarify the contents of support for pregnant women and infants as necessary support persons 
other than the elderly and disabled people. In addition, based on the practice in the area, we could
 get the evaluation points for planning and practicing   the mechanism of community support system.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
地域の防災力向上が政策的に大きな関心事となっているなか、従来条件を覆す人口減少・少子高齢化、学校統廃
合、都市施設老朽化、気候変動など地域変容に対応した仕組みが求められている。なかでも、コミュニティのリ
スク特性を反映できる地区防災計画が注目されており、とりわけ被害が集中する高齢者・障がい者・妊婦・幼児
など避難行動要支援者のための実効性のある仕組みづくりが急務であることから、本研究成果は大きな意義を有
する。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 2011年に発生した東日本大震災以降、新たな防災条件下で防災・減災のあり方が見直されつ
つある。この中で、人口減少や少子高齢化および都市施設の老朽化など都市や地域の異なる状
況に応じた地区防災計画の検討が各地で行われている。とくに、地域ごとに異なる地形や気象
などの条件把握のみならず、高齢者や障がい者の増加やその支援体制など、将来にわたる地域
社会の変容によるコミュニティ・リスクに対して、住民が主体的に防災力を向上させる仕組み
が求められていた。 
 とりわけ、東日本大震災でも被害が集中した高齢者・障がい者や子ども、妊婦・幼児などの
避難行動要支援者にむけた支援体制のあり方は、きわめて重要な検討課題となっていた。内閣
府は「高齢者、障害者自身が避難について考え、発災時または発災のおそれが生じた場合、自
らの身を守るための主体的な行動ができる準備をし、加えて住民の助け合い（共助）による避
難支援体制の構築が適切である」とし、さらに「防災に直接関係する取組みだけでなく、普段
から住民同士が顔の見える関係を築いて地域社会での孤立を防ぎ、避難行動要支援者自身が地
域に溶け込むことができる様々な事業やボランティアとの連携などの取組み」を求めており、
従来の防災体制では不十分で地域のつながりを回復させる新たな仕組みの必要性を示していた。 
 また、社会福祉協議会を中心にした新地域支援構想では「つながりの回復」には「情報共有」
「協働体験」「拠点作り」「協議調整組織」の重要性を指摘し、それを実行するためのオープン
なプラットフォームの構築を提言していた。また、コミュニティ活動の先進的試みを行ってい
るオーストラリアでは、安全性などを含む地域指標のコミュニティ・インジケータや、安全の
ための体験型教育プログラムを提供する組織があり、地域の質向上や安全教育に取り組んでき
た。これからの地域防災では、このような地域福祉や安全教育の取組みを防災の観点から捉え
直し、社会実践することがきわめて重要であり、とくに地区ごとに特性や避難行動要支援者の
状況に応じて柔軟に計画し、適用できるようなシステムの構築が急務となっていた。 
 
２．研究の目的 
 1995年の阪神・淡路大震災や 2011年の東日本大震災では行政の庁舎および職員も被害を受
け、いわゆる公助の限界が生じたことから、地域の住民や事業者自らが自分の身を守るという
「自助」と、近隣住民や町会組織による「共助」の重要性が指摘された。このことや、上述し
た時代的背景もあり、2013年（平成 25年）に改訂された災害対策基本法では、自助および共
助に関する規定が追加され、市町村内の一定の地区の居住者および事業者（地区居住者等）が
行う自発的な防災活動に関する「地区防災計画制度」が新たに創設された。地区防災計画の要
点は、地域を構成する地区居住者等が日常から非日常（復旧・復興期を含む）の時系列で地域
の特性を反映させつつ策定するところにある。 
 本研究では、全国 1741 自治体を対象としてコミュニティ防災実現のために行われている避
難行動要支援者プラン策定の現状について大規模アンケート調査を実施し、実態を明らかにす
ることを目指した。また、地域での実践を踏まえて、「つながりの回復」に向けた地区共助計画
システムにおける地域住民と福祉機関や消防、行政などの専門職が協働し、地域の共助の仕組
みを計画・実践し、評価・改善する仕組みづくりを目指した。 
 
３．研究の方法 
 研究代表者および研究分担者によって構成されるコミュニティ・リスク共有ＷＧ，共助訓練
プログラムＷＧ，地区共助プラットフォームＷＧの３つのグループに分け、独立連携した体制
で共同研究を進めた。初年度および２年度にアンケート調査および国内外の先進地域の訪問調
査を実施するとともに、大学内および大学周辺地域で共助体験プログラムを実験的に行い、具
体的な情報収集と資料・データの整理を行うこととした。最終年度には各ＷＧの活動によって
得られた知見を持ち寄って成果物としての出版を行った。 
 
４．研究成果 
 全国自治体に対して悉皆的に行ったア      表１ アンケート配布・回収状況 
ンケート調査の配布・回収状況は表１に
示すとおりである。傾向としては自治体
の規模順に回収率が良く、全体では丁度
50％となった。 
 アンケート回収結果に基づき全国自
治体の避難行動要支援者の避難支援プ
ラン策定の現状についてまとめる。 
 避難プランの策定は個別計画作成で
終わりではなく、地区防災計画などに位置付けて組織体制やプランにしたがっての具体的な避
難訓練までが求められる。そこで、①要綱作成、②名簿作成、③個別計画作成、④組織体制の
構築、⑤避難訓練の実施、の五段階について、各自治体の現状について尋ねた。 
 結果として、要綱作成は全体で約半数の 49.5%が作成済であったが、市（58.7%）、町村（40.0%）、
指定市・区（41.4%）の順になった。名簿作成は、全体の 80.5%が作成済で、町村では 74.3%と
やや進捗が遅い傾向がみられた。個別計画では全国的に現在進行中の様子がみてとられ、作成

 配布数 回収数 (%) 

政令指定都市、特別区等 43 29 67.4 

市（政令指定都市以外） 770 414 53.8 

町村 928 424 45.7 

不明  3  

合計 1741 870 50.0 



済は全国で 24.2%で、作成中を合わせても半数強にとどまっていた。さらに組織体制では、全
体で 29.9%において構築済みだが、市、町村ではまだ検討中のところが多い。ただし、指定市・
区では組成中も含めると 65.5%と進んでいる。最後に、避難訓練は実施済が全体では 24.5%で、
予定なしも約２割を占めており、ここまで到達するにはまだ時間がかかりそうである。 
 つぎに、避難支援プラン策定の対象者について聞いた結果では、重度要介護認定者が 95.4%、
身体・知的障がい者が 94.3%、高齢者のみの世帯 77.4%の順に多く、妊婦・乳幼児は 31.8%であ
った。また、その他の回答で多かったのは精神障がい・難病者で、外国人をあげた回答もみら
れた。 
 さらに具体的に地区防災計画の策定状況について尋ねた結果では、未策定が 29.8%で最も多
く、ついで策定の予定なし（21.4%）、行政主体で従前の防災計画を基に策定（16.6%）、行政主
体で策定（12.5%）の順であった。未策定が最も多いのは指定市・区の 34.5％、市は 31.9％、
町村は 27.6％だった。策定を進めている中では、自治体の種別に関わらず、行政主体で従前の
防災計画を基に策定してところが 16～20％で最も多い。これらのことから、本来の趣旨で地区
防災計画策定が行われているところは極めて少ないことが明らかとなった。 
 一方、福祉避難所の設置計画については、自治体種別に関わらず 90％以上が「ある」と回答
した。その対象者も全自治体で同傾向で、要支援高齢者（93.5％）、障がい者（89.2％）、障が
い児（79.7％）の順であった。また、指定市・区では妊婦（55.6％）、乳幼児を抱える母子（63.0％）
も多く対象とされていた。 
 妊婦、乳幼児を抱えた母親のための避難所生活に向けた支援のポイントとしては、①避難所
での妊産婦、乳幼児の所在場所の把握、②母子のための専用スペースの確保、③子どもの遊び
場の確保、④感染症対策、が挙げられる。①についてはマッピングにより必要な情報を適切に
届けることが可能となる。②については乳幼児の夜泣きや授乳への配慮が最低限必要となる。
③については発災後 10日頃からの実施が望ましい。④感染症には免疫力の低い妊産婦や乳幼児
が罹患しやすく、かつ重篤化しやすいため感染を未然に防ぐことが大切である。 
 最後に、本研究で行った各種の社会実験の有効性の評価に関する分析から得られた知見をま
とめると以下のようである。すなわち、防災訓練・教育の効果を得るためには、①何をいつま
でにすれば良いかが、学習者に対して明確に示されていること、②行動レベルでの測定・評価
がなされていること、③行動の結果について、即時フィードバックが実現されていること、④
自然な結果だけでは行動が維持されない場合に、教育者・訓練者から、行動が維持されるよう
な結果が与えられること、⑤学習効果が維持されるよう、訓練の機会が複数回設定されている
こと、が必要である。 
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